
（単位：千円）

公益目的
事業会計

法人会計 合　　計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１） 経常収益

運用収益

基本財産受取利息 0 9,305 9,305 6,939 2,366
特定資産受取利息 79,534 2,802 82,336 70,249 12,087
一般財産受取利息 0 9,933 9,933 13,883 △ 3,950

運用収益計 79,534 22,040 101,574 91,071 10,503

事業収益

加入料 255 0 255 240 15
受信障害対策料等 23,719 0 23,719 16,028 7,691
使用料等 54,368 0 54,368 55,428 △ 1,060
施設管理料 43,150 0 43,150 43,080 70
事務委託手数料 348 0 348 422 △ 74
受託管理施設振替額 80 0 80 94 △ 14
長期前受金取崩益 106,363 0 106,363 200,592 △ 94,229
前受使用料取崩益 64,132 0 64,132 64,132 0

事業収益計 292,415 0 292,415 380,016 △ 87,601

経常収益計 371,949 22,040 393,989 471,087 △ 77,098

（２） 経常費用

事　業　費

役員報酬 6,000 0 6,000 6,000 0
給与手当 103,998 0 103,998 100,076 3,922
受信障害対策費等 22,360 0 22,360 5,195 17,165
施設維持管理費 92,637 0 92,637 140,979 △ 48,342
受信障害調査費 187 0 187 187 0
施設減価償却費 74,940 0 74,940 104,204 △ 29,264
その他管理費 65,120 0 65,120 83,391 △ 18,271
租税公課 6,711 0 6,711 7,742 △ 1,031

事業費計 371,953 0 371,953 447,774 △ 75,821

管　理　費

役員報酬 0 6,000 6,000 6,000 0
給与手当 0 4,333 4,333 5,001 △ 668
その他管理費 0 10,956 10,956 11,490 △ 534
租税公課 0 746 746 819 △ 73

管理費計 0 22,035 22,035 23,310 △ 1,275

経常費用計 371,953 22,035 393,988 471,084 △ 77,096

当期経常増減額 △ 4 5 1 3 △ 2

平成３０年度　収支予算書

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

科　　　　　　目
平 成 ３ ０ 年 度 予 算 額

前 年 度
予 算 額

増  減



（単位：千円）

公益目的
事業会計

法人会計 合　　計

２．経常外増減の部

（１） 経常外収益
管路設備受贈益 0 0 0 5,377 △ 5,377

経常外収益計 0 0 0 5,377 △ 5,377

（２） 経常外費用
固定資産売却損 0 0 0 1,804 △ 1,804

建物売却損 0 0 0 1,804 △ 1,804
差入保証金支出 0 0 0 4,580 △ 4,580
差入保証戻入損 0 0 0 352 △ 352

経常外費用計 0 0 0 6,736 △ 6,736

当期経常外増減額 0 0 0 △ 1,359 1,359

当期一般正味財産増減額 △ 4 5 1 △ 1,356 1,357

一般正味財産期首残高 1,206,014 329,210 1,535,224 1,606,757 △ 71,533

一般正味財産期末残高 1,206,010 329,215 1,535,225 1,605,401 △ 70,176

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 0 4 4 4 0
一般正味財産振替額 △ 80 △ 4 △ 84 △ 98 14

指定正味財産増減額 △ 80 0 △ 80 △ 94 14

指定正味財産期首残高 400 8,000 8,400 8,494 △ 94

指定正味財産期末残高 320 8,000 8,320 8,400 △ 80

Ⅲ正味財産期末残高 1,206,330 337,215 1,543,545 1,613,801 △ 70,256

（単位：千円）

事業区分 収入予定額

公益目的事業(前受使用料) 0

合　　計 0

（単位：千円）

事業区分 支出予定額

公益目的事業(機械設備) 7,204

公益目的事業(線路設備) 15,980

公益目的事業(線路設備) 3,622

公益目的事業(ソフトウェア等) 4,000

合　　計 30,806

※ 公益法人認定法第２１条第１項の内閣府令（同法施行規則第２７条第３号）の規定により作成しました。

科　　　　　　目
平 成 ３ ０ 年 度 予 算 額

前 年 度
予 算 額

増  減

資金調達及び設備投資の見込みについて

伝送路設備（幹線増幅器等）改修 自己資金からの支出

（１）資金調達の見込について

入金先又は借入先 使　　　　　途

電波障害原因者 施設の維持管理費

（２）設備投資の見込について

設備投資等の内容
資金調達方法又は
取 得 資 金 の 使 途

ﾍｯﾄﾞｴﾝﾄﾞ設備改修 自己資金からの支出

大規模災害対策（小セル化） 自己資金からの支出

加入者情報ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ構築等 自己資金からの支出


